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今
月
の
読
み
物

■2面　トランプ政策反対の談話
■3面　シリア情勢をどう捉えるか
■4面　ラオス署名提出
■5面　原発問題ー高校生との対話
■6面　書評　核兵器禁止条約
■7面 列島 AALA
■8面　わたしと AALA

ガザ北部へ！瓦礫のなかを列をなして帰還する人びと（アルジャジーラ・テレビから）

　イスラエル軍の攻撃に追われて
ガザ南部に避難していたパレスチ
ナ住民たちが大挙して「故郷」の
北部に帰還しました。1月 19 日
に発効した停戦合意をうけたもの
で、「移動の自由」を勝ち取った
人々は 5日までに 50万人近くに
のぼりました。
　中東のテレビ局「アルジャジー
ラ」が伝える人々の表情は、戦争
と包囲、飢餓を生き抜き、逃亡生
活から解放された喜びにあふれて
います。北部の建物はイスラエル
軍による空爆で 90%が全半壊さ
れ、大半が瓦礫の中の生活を余儀
なくされます。崩壊した住居跡に
帰った人びとは、行方不明になっ
ている家族や知人や以前の生活の
名残を探し求めました。
　「何十万人ものパレスチナ人が
自分たちのコミュニティに戻って

いく様子は、パレスチナ人にとっ
てだけでなく、人類にとって、非
常に大きな意味を持っています」
「あらゆる困難に直面しながら、
この土地に留まり続けるという不
屈の精神と決意をこの人々が示し
ています。瓦礫の下敷きになった
愛する人の遺体を回収するために
戻っている人もいます。この瞬間
には実にさまざまな感情が入り混
じっています。非常に長い間記憶
に残る瞬間になると思います」と
レポーターは報じました。

トランプ氏が
「強制移住」プラン
　帰還民だけでなくガザ地区のパ
レスチナ人全員が抱えている不安
は、この停戦がいつまで続くの
か、そして次になにが起こるのか
ということです。3段階の停戦合

意の第一段階は 42日間、人質と
拘束者の交換と合わせて住民は移
動の自由を勝ち取りましたが、イ
スラエル軍は要衝を占拠したまま
です。合意の発表にあたってイス
ラエルのネタニヤフ首相は、攻撃
はいつでも再開できること、西岸
への入植を自由に続けることなど
トランプ政権の承認をえていると
述べています。
　トランプ大統領は、ネタニヤフ
首相を迎えたホワイトハウスでの
記者会見で、ガザ「再開発」のた
めにアメリカがガザを「所有」し、
パエスチナ人全員をエジプトやヨ
ルダンなどに移住させるとのプラ
ンを発表しました。国際法で禁止
されている「民族浄化」を公然と
すすめようとの姿勢にパレスチナ
やアラブ諸国だけでなく、世界中
から非難が巻き起こっています。

ガザ住民が北部に帰る
停戦合意うけ50万人
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　1月20日に発足したアメリカの第二期トランプ政権が、相次いで打ち出した無法で強硬な内外政策が世界
を震撼させている。  
　イスラエルによる大量虐殺が続いた「ガザ」では、一時停戦が合意され、「人質」交換が始まったものの、
トランプ大統領はネタニヤフ首相に攻撃の再開と西岸への入植拡大の合意を与え、バイデン政権が一時停止
していた大型爆弾の供与を再開した。戦争犯罪の容疑者として国際刑事裁判所（ICC）逮捕状がだされてい
るイスラエルのネタニヤフ首相をホワイトハウスに招いたトランプ大統領は、ジェノサイド加担の共犯者と
しての立場を顧みることなく、ガザの「再開発」のためと称して「180万人のパレスチナ人全員をエジプト
とヨルダンに移住」させ、アメリカが「所有」するプランを表明した。 米軍の派遣もありうるとしている。
まさにアメリカが直接手を下す「民族浄化政策」である。パレスチナの人権や自決権を無視した暴論として、
アラブ諸国をはじめ、世界中から反発と非難の声があがっているのは当然である。 
　対外的にはこのほか、気候変動対策のパリ協定とパンデミック対策にとりくむ世界保健機関（WHO）、国連
人権理事会から脱退した。就任前からカナダを51番目の州にする意図を公然と表明。国家安保を理由にグリ
ーンランド（デンマーク自治領）とパナマ運河の「領有」を目指し、軍事力の行使も排除しない方針を明らか
にしている。パナマにはルビオ国務長官が訪問して、中国と協力解消を約束させた。メキシコとカナダに25%
の追加関税の脅しをかけて移民や犯罪者対策の実施を強要、キューバやニカラグア、ベネズエラにも「制裁」
を強化している。BRICS諸国にも同じ脅しをかけて追従をせまっている。中国には10%の追加関税を課した。 
　一連の政策に貫かれているのは、人権や法を無視した露骨な「力による脅迫・圧力外交」と、武力による
侵略と「領土拡張」を公然ととなえる植民地帝国主義である。バイデン政権の下では、このような政策は、「法
の支配」や「民主主義の擁護」といった看板で隠されていたが、トランプ政権によってアメリカ帝国主義の
素顔が再び明らかになった。 
　米国内では、自らの訴追にかかわった司法省の幹部たちに報復人事を発令、議会襲撃事件で有罪になった
犯人たちに恩赦を与えて釈放した。「不法」と断定した移民を大量に拘束し、手錠をかけて軍用機で送還した。
人権侵害を抗議したコロンビアのペトロ大統領には、高関税の脅しをかけて屈服させた。また「反ユダヤ主義」
を口実に、反政府行動への監視を強化、ガザ・ジェノサイド反対の運動に参加した留学性のビザを取り消す
脅しをかけるなど、民主主義勢力への弾圧姿勢を強めている。  
　発足直後に首都近郊でおきた旅客機と米軍ヘリの衝突事故では、トランプ大統領は多様性を尊重する採用政
策が原因になったとするなど、人種差別的な発言を繰り返し、マイノリティや女性差別の体質をあらわにした。 
　もはや彼らには、世界をリードする意思も資格もないとみなければならない。世界にはこのようなトラン
プ政権について「不確実性」や「孤立主義的傾向」などの理由で、様子見や軽視の傾向がみられるが、世界
の平和と安定にとって最大の危険になったことを強調したい。 
 日本は、このようなアメリカに今後も追従を続けるのであろうか。私たちはできないと考える。一刻も早く
自主的な外交へ転換し、憲法9条の精神にたってすべての国との友好と非戦の立場を貫き、非核・非同盟・
中立の日本をめざすべきである。2月6日訪米してトランプ大統領と会談する石破首相には、アメリカの意向
にそって軍事費の増強や戦争準備の約束をするのでなく、自主的な立場で毅然とした外交をするよう求める。

　アメリカによる経済封鎖で特
別な経済困難に直面するキュー
バ支援カンパは、国内 8 団体の
共同の取り組みで、1 月末までに
231 万 2500 円が集まりました。
2 月 4 日、キューバ大使に報告し、
適切なかたちでキューバに送るこ
とになりました。

トランプ政権の
野蛮な植民地帝国主義に反対する

　トランプ政権の再登場で激震が
はしる世界情勢をどう見るか。日
本AALA は 1 月 30 日、本部と
各県の役員 25人が参加して国際
情勢検討会を開きました。
　田中靖宏国際部長が報告し、討

論。米政権への不安が広がるな
か、自主的な外交への転換をもと
める世論が広がっていることなど
が強調されました。詳細は日本
AALA ホームページの AALA
ニューズで参照できます。

日本AALA事務局長談話　2025 年 2 月 5 日 

おしらせ国際情勢検討会を開催
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　シリアのアサド政権が2024年
12月、突如崩壊した。これまで
同政権に対する武装闘争を展開し
てきた勢力の一つであるイスラ
ーム主義組織「シャーム解放組織
（HTS）」が権力掌握を宣言し、25
年 1月末には同組織の指導者アフ
マド・シャラアが暫定政権の大統
領に就任したことが発表された。
　アサド体制に関してはこれまで、
その強権的性格や、特に2011年の
「内戦」発生以降は反体制勢力のみ
ならず市民も巻き添えにする形で
激しい弾圧を加えてきたことが広
く知られているので、同体制崩壊
はマスコミ等では基本的に明るい
ニュースとして伝えられている。
長期政権がもたらす矛盾や内戦下
での暴力・混乱に苦しんできたシ
リア国民、特に国外避難を強いら
れてきた人びとにとっては、政権
の突然の崩壊が解放感を伴う出来
事であり、今後シリアの「民主化」
が進むのではないかという期待が
持たれていることも事実である。
だが、今回の事態には、「独裁体制
の崩壊と民主化の始まり」として
単純化することのできない面があ
ることも指摘しておかねばならな
い。

「イスラエルの戦争」と 
シリア政権の崩壊

　重要なのは、今回の事態は、基
本的には2023 年 10月のガザ危機
発生以来、イスラエルが中東域内
で展開してきた一連の戦争――ガ
ザに対する絶滅戦争・「ジェノサイ
ド」（集団殺害）、さらに特に2024
年秋以降のレバノンへの戦線拡大
やイランへの挑発・攻撃――の結
果として生じたものであり、アサ
ド体制崩壊をもたらしたのは「イ
スラエルの戦争」だったとも言え

ることである。2011 年の「内戦」
勃発以来、反体制武装勢力と対峙
するアサド政権を軍事面で大きく
支えてきたのはレバノンのヒズボ
ラだったが、2024 年秋のイスラエ
ルの攻撃によりそのヒズボラが壊
滅的打撃を被った（9月末にはこ
れまでレバノンでの対イスラエル
抵抗の中心となってきた指導者ナ
スラッラー師が殺害された）こと
が、シリア政権の瓦解と反体制武
装勢力の勝利という今回の展開を
もたらした。
　中東の中でもシリアはイスラエ
ルの侵略・占領に直接さらされて
きた「前線国家」であり、1967 年
の第三次戦争で国土の一部をイス
ラエルに占領（ゴラン高原）され
たまま現在に至っていること、「バ
ース党（アラブ復興社会主義党）」
体制下のシリアが一貫してイスラ
エルに「強硬」路線、対決姿勢を
とってきた背景にこのような現実
があることを忘れてはならないが、
今回起きたのは、そのシリアの政
権がイスラエルの攻勢の結果、つ
いに転覆され、シリアに対するイ
スラエルの軍事的支配が拡大する
という事態である。アサド政権崩
壊と同時にイスラエルはシリアの
軍事施設に対する集中的空爆を開
始、その9割近くを破壊して制空
権を奪った。また、ゴラン高原以
外のシリア領内にも占領を拡大し
ている。

「イスラーム主義」政権と 
域内諸国・国際社会

　新たに権力を掌握したのはイス
ラーム主義勢力であるが、シリア
でこうした勢力が台頭した背景に、
サウジアラビア、カタル、トルコ
等の域内諸国、さらには欧米によ
る直接・間接の支援が存在したこ

とはよく知られている。2011 年に
いわゆる「アラブの春」が起きた
時、シリアの体制は中東諸国の中
では革新的（=反帝国主義的）・社
会主義的路線を掲げていたため、
これと対立する域内諸国がイスラ
ーム主義的反体制勢力に武器・資
金を提供し、欧米諸国も支援する
という現象が生じた。チュニジア
やエジプトでは市民の非暴力抵抗
が独裁政権を追い込むという形で
民主化が成功したのに対し、シリ
アでは政権対イスラーム主義武装
勢力の「内戦」という暴力的事態
となり、混乱が広がって民主化が
頓挫した背景には、このような外
的要因が存在した。こうして成長・
林立するに至ったイスラーム主義
諸勢力の間で「勝ち残った」のが、
今回政権を奪取したHTSで、（「9・
11」で注目された）「カーイダ」の
流れを汲むこの組織は、「イスラー
ム国（IS）」とも思想的・人脈的に
近いことが指摘されている。だが、
中東の現代史を振り返ってみると、
「イスラーム主義」という政治運動
自体が、中東社会の真の変革や民
主化を妨害するため、先進資本主
義諸国によって支援・育成されて
きたという面があるので、HTSを
母体とするシリアの新政権が「国
際社会」に受け入れられる可能性
は意外に高い。基本的に反共思想
である「イスラーム主義」は、「新
自由主義」的資本主義とも親和性
を持つ。
　困難な状況に置かれることにな
るのは、（今はまだ解放感に浸って
いる）シリアの民衆で、「イスラ
ーム主義」が持つ抑圧的性格を考
えると、今後、特に女性や労働者、
マイノリティー（クルド）等の人々
と新政権の間で矛盾が激化するこ
とになるだろう。
　また、既に見たようなアサド体
制崩壊の経緯、さらにHTS政権が
イスラエルの侵略に関してはなぜ
か沈黙を守っていることが示すよ
うに、シリアでの今回の展開はパ
レスチナ問題の前途をもさらに厳
しいものとすることが予想される。

アサド政権崩壊の
シリア情勢をどう捉えるか

栗田 禎子（千葉大学教授）
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　日本 AALAラオス訪問団（団
長=吉田万三代表理事ら 16人）が
12 月 1日から 6日までラオスを訪
問し、ラオス人民民主共和国創立
（1975 年 12 月 2 日）記念日の翌 2
日午前、首都ビエンチャンでラオス
外務省を訪問し、チャトロン ボー
シサワットASEAN局長と会見し、
第 10 次「戦争するな、どの国も !」
国際署名合計 1 万 3865 筆（ 個人
署名 1万 3572 筆 団体署名 293 筆）
を届けました（写真右下）。
　吉田団長は「約 10年間にわたり、
コロナで訪問が不可能であった年を
除き、『戦争するな、どの国も !』署
名を毎年届けてきたが、今年はこれ
まででいちばん多い 1万 4000 筆を
持ってきました。お納めください」
と語り、机上の署名用紙の束を紹介
しました。チャトロンASEAN局
長は「署名をいただいたことを確認
します」と答えました。
　その後、ASEAN局長が、ラオス
が議長国として、東南アジア友好協
力条約（TAC）締約国会議の開催を、
1月のルアンパバーンでのASEAN
非公開外相会議で提唱し、6月にジ
ャカルタでTAC締約国大使級会議
が締約国54カ国中47カ国の参加で
開催されたことを紹介しました。さ
らにラオスがASEAN議長国とし
てミャンマー問題の解決に努力し、
今年のテーマ「ASEAN-連結性と
強靱性の強化」の実現に努力したこ
となどを説明しました。日本の石破
首相が就任直後に最初の外国訪問と
してラオスを訪問し、ASEAN首脳
会議に出席したことなどが話しあわ
れました。日本AALAがラオス外
務省ASEAN局指導部と会見した
のは初めてです。
　石破茂首相が「連結性と強靭性の
強化」の実現のためにラオスを援助
する」と約束したことに関連し、吉

田団長は「私たちAALAも日本政
府にこの約束を実行するよう働きか
けたい」と語りました。チャトロン
ASEAN局長は、「私たちは、日本
の友人たちとの協力を重視したい。
ラオスはこうした友人たちがいるか
ら、ASEAN議長国としての任務を
遂行できた」と語りました。

ラオス平和連帯委員会を訪問

　2日午後には、ビエンチャン市内
の大きな迎賓館で、訪問団全員がラ
オス平和連帯委員会のフォーサンケ
オ ランシー委員長代理と会見しま
した（写真上）。ランシー氏は、日
本AALAとは、古くからの友人で
あると強調し、今後ともこの関係
を大切にして、互いに世界の平和
と繁栄を促進したいと語りました。
吉田団長も、前回 2016 年のカムパ
ン・シンパラボン議長との会見に続
き、今回もみなさんのあたたかい歓
迎に感謝すると応え、両組織が協力
関係を維持することを誓い合いまし
た。日本AALA訪問団は、ラオス
ASEAN局、ラオス平和・連帯委員
会とのそれぞれの会見に、ラオス建
国 49周年を祝う花束を贈り、ラオ
スの発展を祝しました。
　12月 3日にはラオスにおける不
発弾や地雷の被害を伝えるビエンチ
ャンのコープ・ビジターセンターを
訪問し、米軍による世界最多の 200
万トンの爆弾投下を受けたラオス
の深刻な被害の実情を知ると同時

に広報担当のカムチャン氏に日本
AALAと参加者からの支援金を渡
しました。
　今回のラオス訪問にあたっては、
在日ラオス大使館が、アンラワン全
権特命大使が昨年 10 月 22 日のラ
オス学習会にオンラインで約1時間
参加し、挨拶とラオス紹介をしたこ
とをはじめ、AALA訪問団のラオ
ス外務省ASEAN局およびラオス
平和・連帯委員会との会見の実現に
尽力してくれました。
　ラオス訪問団を代表して吉田万三
団長ら 6人が 2月 13 日、東京のラ
オス大使館を訪問して、アンラワン
大使に感謝の意を伝え、ラオス訪問
の感想を述べるなど応対した大使や
大使館のスタッフと交流し、今後と
も友好関係を維持することを確認し
あいました。
  （常任理事 鈴木勝比古）

ASEAN局長と平和の促進で意見交換
昭和 43 年 2 月 24 日第三種郵便物認可　毎月 1回 1日発行

ASEAN局長と平和の促進で意見交換ラオス外務省に
国際署名約 1万4000筆提出
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　昨年（2024年）6月に私は福井県立藤島高校に招待され、
生徒から出されたテーマ「原発廃止 是か否か」について
科学者としての情報提供をしました。男女約50人の生徒
と教員2人に 30分間の講演を行い、続いて生徒たちと
90分間の自由討論を行いました。その対話を踏まえ、日
本AALA編集部からの要請で、6回シリーズで、脱原発
社会を目指したお話をすることになりました。 

影響力は原爆と同じ 

　原子力発電所（原発）とは、核エネルギーを熱エネル
ギー → 機械的エネルギー → 電気エネルギーに変換す
る発電システムです。原発は原子炉で核燃料を、火力発
電所はボイラーで化石燃料を燃やしますが、両方とも蒸
気エンジンとしての原理と構造は同じです。原発が福島
原発事故やチェルノブイリ原発事故のような重大事故を
起こすと、放射線によって人間の「いのちとくらし」お
よび環境が破壊されます。影響力は原爆と同等です。 
　生徒からのテーマにある「原発廃止」とはすべての原
発の運転停止を指します。ドイツは、原発は倫理的にゆ
るされないとして、2023年4月に全原発を停止しました。 
　現在、原発敷地内に高レベルの放射性廃棄物（核のご
み）を貯蔵するのは限界に近づいています。核のゴミ問
題も廃炉問題も未解決のままで、原発を運転し続けるの

は問題です。 

危険性は放射線被ばく 

　核エネルギーを利用する原爆は、1945 年 8月に広島
と長崎で使われました。原爆による放射線・熱線・衝撃
波は、強烈で都市を破壊し、多数の人びとを死傷させま
した。核エネルギーから熱エネルギーへの変換は、アイ
ンシュタインによって導かれたE=mc2 （m: 質量 g、c
は光の速度 30万Km/秒 =3x105m/秒）で表されます。
Eは光速 cの２乗に比例するので、小さい質量の燃料で
も莫大な熱エネルギーが得られます。 
　原発は、アメリカ大統領D.D. アイゼンハワーが 1953
年 12 月に第 8回国連総会で行った演説“Atoms for 
Peace ”をもとに、平和的民生利用としてつくられ広く
普及しました。エネルギー変換の原理は同じですから、
原発の核燃料を核兵器（原爆）へ転用することは可能で
す。核エネルギーを利用する原発と原爆には、平和利用
の表の面と核兵器利用の裏の面とがあり、表裏一体です。
共通の危険性は、放射線被ばくにあります。 
　原爆も原発も放射線によって人間社会と環境を破壊す
る力を持ちます。核の危険性は、平和利用による利益と
共存できないほど大きいのです。次回は、放射線被ばく
とがんとの関係を述べます。

原発問題―高校生との対話① 

原発と原爆は表裏一体
山本富士夫（日本AALA常任理事）

  昨秋の日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）の
ノーベル平和賞受賞というビッグニュースには心揺さぶ
られ励まされました。閉塞感の漂う世界情勢の中で一条
の光を見る思いです。発表時はテレビでたまたまでした
が、受賞時はオンラインでオスロ会場に繋ぎ、リアルタ
イムで喜びを共有させていただきました。
  「歴史の証人としてのヒバクシャはいなくなるだろう。
…しかし、日本の新しい世代がヒバクシャの経験とメッ
セージを継承している。…それによって彼らは、人類の
平和な未来の前提条件である核のタブーを維持すること
に貢献している」と、日本の若い世代に希望を託して授

賞理由を締めくくるノルウェー・ノーベル賞委員会のヨ
ルゲン・ワトネ・フリドネス委員長はこの時 39歳。そ
の若さに私は市民社会の希望の未来を見たのでした。受
賞式での田中熙巳さんのスピーチからも万感の思いが伝
わってきました。
　報われること乏しきをも厭わず、諦めることなく世界
に訴え続け、核兵器禁止条約を手繰り寄せたヒバクシャ
の方々。私にとっては沖縄の運動を担い続ける方々とと
もに頼もしき目標であり続けます。
　「東アジアを平和の共同体に」という壮大な目標に取
り組む私たち日本AALA連帯委員会の署名活動も、今
やっと 10年という通過点に。ASEANという言葉もこ
の 10年で随分と耳にするようになってまいりました。
これから第 11次署名の開始です。今年はASEAN議長
国マレーシアとASEAN本部に届けます。これから生
まれ来る世代をも見据え、平和を希求する運動を未来へ
と繋げていくこと。憲法 9条と平和憲法の真髄を世界の
市民社会に届け、連帯の輪を広げ深めていくこと。後期
高齢者となっての生き甲斐となっております。

壮大な目標に向かって
マレーシアに届けよう

河内 研一（日本AALA常任理事）

　第11次国際署名
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　「核兵器禁止条約（TPNW）」が
2017年に国連総会で採択され2021
年に発効した。その成立過程を主
導したオーストリアの外交官アレ
クサンダー・クメントが内部資料
や関係者の証言をもとに、TPNW
成立の現代史に挑んだ。本書は豊
富な引用文献を含む貴重な学術書
であるが、「核軍縮」「核管理」を
めぐる外交を顕わに記述した外交
の書でもある。「平和の外交」には
将来を見据えた戦略・戦術を駆使
する優れた外交能力が不可欠であ
り、その能力は現実の外交の切り
結びの中で育つものであることを
実感する。
　本書を読み解くキーワードは「人
道イニシアティブ」である。人道
に基づく軍縮アプローチは「対人
地雷禁止条約」の成立などで成果
を収めてきたが、2013 年ころ、核
保有国が主導する「安全保障」に
対抗し新しい概念「人道イニシア
ティブ」を生み出した。「人道イニ
シアティブ」は核兵器が人道に及
ぼす影響に争点を当てた一連の取
り組みを意味しているが、2015年
の「人道の誓い」（国連総会第一委
員会採択）につながり、「核兵器禁
止条約」に結実している。今や「人
道イニシアティブ」は「核廃絶」
への梃である。
　本書は、「人道イニシアティブ」
「核兵器禁止条約の誕生」「論争」

「TPNWの影響と今後の見通し」
の4部からなり、そこには「核兵
器禁止条約」の成立過程と条約を
めぐる論争・展望が凝縮されてい
る。論争は現在進行形であり、今
年3月に開催される核兵器禁止条
約第三回締約国会議において新た
な論点が展開される。
　「核兵器禁止条約」成立に至る
経過は、外交と核兵器廃絶国際キ
ャンペーン（ICAN）など市民の
活動が入り混じる熱いドラマであ
る。2010年の「核兵器不拡散条約
（NPT）」再検討会議は、全会一致
の最終文書の採択に成功した。そ
の行動計画の「核兵器の使用が人
道にもたらす影響」への言及は、
1968 年のNPT条約の前文冒頭に
記されて以来のことであった。し
かし、行動計画はすぐに頓挫し、
既存のNPT体制で生じる惰性を打
ち破る革新的手段が模索されてゆ
く。そこでの論争で非核兵器国を
中心とした議論の土壌が変えられ
てゆくエピソードは興味深い。
　2012 年にASEANやラテンア
メリカ諸国を含む16カ国による史
上初の地域横断型の声明「核兵器
の人道面に関する共同声明」が発
表された。それを引き継ぎ、ノル
ウェー、メキシコ、オーストリア
が開催した三つの国際会議が「人
道イニシアティブ」を始動させた。
2013 年のオスロ会議を核保有国は
ボイコットするが、2014 年のナヤ
リット会議で広島・長崎の被爆者
は証言を行い、続くウイーン会議
は米国と英国の参加を実現させた。
この会議の最終文書と議長のまと
めは、外交官クメントの見事な技
である。核保有国が反対できない
事実に基づく各国の見解の総括文
書を作成し、人道を原則とする政
治的プロセスは自国だけの約束「オ
ーストリアの誓い」として発表し

た。「オーストリアは全人類に『人
間の安全保障』を確約し核兵器に
起因するリスクから文民を保護す
ることを誓う」とある。このとき
確かにクメントの頭の中には、核
兵器禁止条約があった。それを受
けて市民団体は「核兵器禁止条
約」キャンペーンに乗り出す。「オ
ーストリアの誓い」はNPT締約国
の半数を大きく超える支持を得て、
2015 年のNPT再検討会議で「人
道の誓い」と名前を変えた。市民
社会と107カ国による蜂起である。
　自国の利害を背負いながら「核
兵器禁止条約」に立ちはだかるい
くつもの障壁に立ち向かう外交官
たちの格闘は本書の見どころであ
る。「人道イニシアティブ」は全
会一致（拒否権）という力学の排
除に成功する。コスタリカなど
AALA諸国の活躍にはエールを送
りたい。オープンエンドの作業部
会では、市民社会も参加し活発な
議論がなされ、そこでの被爆者の
証言は核兵器の真実を示す。「すべ
ての抽象的な議論は空虚な響きし
か持たなくなり、われわれはこの
恐ろしい兵器がもたらす悲惨な現
実に打ちのめされた」
　現在、核保有国が、「核兵器禁止
条約」を攻撃する中で世界の分断
は進すすんでいる。クメントの言
葉が印象的である。「核兵器に関す
る議論の特徴は、意見の根本的な
対立にある。この分断を克服する
ため核廃絶論者と核抑止論者との
建設的な対話を緊急かつ広範、そ
して包括的に行うべきだ」そして、
16の問いが私たちに投げかけられ
た。核兵器廃絶はその先にある。
　本書を日本語で読めるのは最良
の幸運である。「人道イニシアティ
ブ」とTPNWを追いかけた古山
彰子さんの溢れる若さに驚嘆する。
訳者への感謝は言葉に尽くせない。

核兵器禁止条約
「人道イニシアティブ」という歩み
アレクサンダー・クメント 著
古山彰子 林昌宏 訳　  白水社

書評

廃絶への道をはばむ障壁との格闘
谷本 盛光（新潟県AALA代表理事）
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埼玉
「原爆裁判」を
現代に活かす

ヘッドライン

台湾が
軍事予算を「削減」
　台湾の立法院が政府の来年度予
算案を否決し、軍事費を含めて当
初案を 6.6%削減する案を採択し

　2月 6日、埼玉AALAはさい
たま市で「2025新春のつどい」（今
年は26回目）を開催し、友好団体、
加盟団体、会員、市民 61人が参
加しました。
　大久保賢一弁護士（埼玉
AALA代表委員、日本反核法律
家協会会長）が「『原爆裁判』を
現代に活かす！！被団協のノーベル
賞受賞と『虎に翼』」のテーマで
講演しました。
　1955年の原爆裁判は「シモダ・
ケース」と呼ばれ、5人の被爆者
が、米国の原爆投下は違法だとし
て日本政府に損害賠償を請求した
裁判で、1963 年には東京地裁が
原告の請求を棄却したものの「米
国の原爆投下は国際法違反であ
る」としたものです。原告代理人
の岡本尚一弁護士などの緻密な弁
論が裁判所の判決に反映し、「原
爆投下は不必要な苦痛を与えない
という戦争法の根本原則に違反し

ている」と判決は述べ、国家補償
については「裁判所の職責ではな
く国会および内閣の職責である。
われわれは本訴訟を見るにつけ ､
政治の貧困を嘆かざるをえない」
としています。裁判官 3人の内の
1人が『虎に翼』のモデルの三淵
嘉子さんで、1982 年 3月、「第 2
回国連軍縮特別総会に向けて婦人
の行動を広げる会」の呼びかけに
応じ、池袋駅で反核署名活動に参
加しました。
　1995 年に「被爆者援護法」が
施行されましたが、日本政府によ
る被爆者への「国家補償」は不十
分であり、「戦争による被害は国
民が等しく受忍しなければならな
い」という「受任論」を批判しま
した。「原爆裁判」は、核抑止論・
例外なき禁止から廃絶へと向かっ
ている世界の流れのなかで生きて
おり、日本国憲法 9条と核兵器禁
止条約を活用して、核兵器も戦争
もない世界を実現しようと結びま
した。
　講演後、各団体の代表 14人が

被爆 80周年、戦後 80年の今年、
それぞれの組織の活動を前進させ
る決意を述べ、意気高い「つどい」
となりました。大久保弁護士の著
書 30冊完売しました。
　恒例の懇親会は大久保弁護士を
含め 12人が参加し、現在の司法
の状況、憲法審査会の動きなどが
話題になり和やかに懇談しまし
た。    （理事長　野本久夫）

西東京

32回目の駅頭宣伝に反響

　東京都AALAは支部で地域に
根ざした活動をしていますが、年
間を通して活動している支部で
も、役員の高齢化が悩みです。そ
れでも元気な支部は西東京支部で
す。毎月、支部の理事会を開き活
動方針を具体化しています。 
　「戦争するな ! どの国も」国際
署名などの駅頭宣伝行動は、継
続して取り組み、昨年の 10月 18
日には 32回目を迎えました。そ

た（1月 21日）。行政院（内閣に
あたる）は、トランプ政権を見据
えて軍事費の 7.7%増を提案した
が、否決された。（各紙報道）

トランプ政権がUSAIDを閉鎖
　米国の対外援助機関の一つであ
る米国際開発庁（USAID）が閉
鎖され、世界 60カ国を拠点に活
動する1万人の職員に休職が通告
された（2月 3 日）。年間 400 憶
ドル（約 6兆円）の予算を使い、
活動には敵対国の反政府勢力の援

助など対外干渉の道具ともなって
いるが、CIAの秘密活動の手先
なっている他の機関や役割は否定
されていない。（ロイター他）

ガザの犠牲者数は6万1700人
　ガザ当局は、停戦発効うけて、
イスラエルの攻撃による死者を精
査した結果として、これまでの死
者数を修正した。瓦礫の下で行不
明になっていた犠牲者が確認され
て追加されたもの。

（2月 3日アルジャジーラ）
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　今年、日本は戦後 80年・被爆
80 年を迎えました。いつまでも
戦後であって欲しいのに、日米同
盟の下で戦争できる国造りが着々
と進められています。世界に目を
やるとウクライナ侵略・パレスチ
ナ戦争など紛争が絶えません。い
つ平和が訪れるのでしょう。非人
道的なことが起き、日本AALA
から声明が出されたときは誇らし
い気がします。
　2003 年奈良県AALAが再建、

活動のキーワードは「創意」と「継
続」です。名称をNARAALA（ナ
ラーラ）と親しみの持てるものに
し、3大陸人民連帯を意味するシ
ンボルマークもできました。
　2004 年ナラーラ通信が創刊さ
れ、私は 2006 年第 7号から現在
の第 110 号までナラーラニュー
スの編集に携わってきました。新
しい繋がりからの原稿や会員から
の投稿があって支えられてきまし
たが、発行期日に編集を間に合わ
せるため、ハラハラドキドキの連
続です。
　2021 年からミャンマー問題の
取り組みを始め、支援交流会を 3
回開きました。多くの参加者と募
金を得て、BRCJ（日本ビルマ救
援センター）の協力によりミャン
マーの国境避難民に衛生的で安心

ナラーラ

蔵元 信子

た し と

A A L A

174わ
なトイレ1基を送ることができま
した。「世界を知って日本を変え
よう」のスローガンもとで活動を
続けてきましたが、どんな支援が
できるか話し合い、具体的な支援
につながりました。
　今、グローバルサウスと言われ
発展が注目されている「AALA」
地域、ナラーラは日本AALAと
共にこれらの国々と「連帯」し、
活動を継続していきたいです。
　2025 年 3 月のナラーラ定期総
会には中南米研究者の新藤道弘さ
んの記念講演「中南米の現状―前
進と逆流―」を予定しています。
物事を縦（歴史的）と横（国際比
較）で考えられるようにしたいと
思っています。

弾薬庫など自衛隊基地の強靭化
が、住民の反対を押し切って強行
されている。」など訴えました。 
　じっと立ち止まって横断幕を読
んでいた女性が署名をし「日本は
今怖いですね。沖縄は前の戦争で
大勢亡くなっているのに、戦争に
なったらまた殺されます。避難計
画があるまでに進行していると
は」「東京の空もアメリカ軍飛行
機の空なのですって。ひどいこ

権だ。核
兵器禁止
条約を批
准する政
府に変え
よう」「米
中対立の
中で、石
垣島など
南西諸島
のミサイ
ル基地・

の時の宣伝行動はノーベル平和賞
が日本の被団協に輝いたことに力
を得たものになりました。ちょう
ど総選挙の時期とも重なるタイミ
ングで、AALAの「戦争するな !
どの国も」の横断幕を 3本、ひば
りが丘駅バス停前に広げて署名を
訴えました。 
　スピーチは「ロシアのウクラ
イナ侵略やめろ。イスラエルの
パレスチナ・ガザ殺戮やめろ」
「東アジアの紛争を戦争にしない
ASEANと共に平和外交を進める
政府を」「自公政権は 5年間で 43
兆円の軍事費で武器を買うことを
きめた。私たちの税金は、軍事拡
大ではなく、教育費増、中小企業
への支援、物価値上げ対策などに
使え」「ノーベル平和賞に世界で
唯一の戦争被爆国の被爆者の思い
が輝いた。石破政権は、真逆でア
メリカとの核兵器共有、核の傘の
もとで日本の安全保障を進める政

と。がんばってください」と。今
までの宣伝行動では、チラシは数
枚しか受け取ってもらえなかった
のに、今回は 30枚が足りなくな
るほどでした。「がんばって」「戦
争はいやですね」などと声をかけ
てもらえ、変化を感じる取り組み
でした。2月には第 11 次国際署
名の駅頭宣伝行動を行います。
（東京都AALA 事務局長

松井幸博）


